
業務仕様書内の項目 質問内容 回答

1 プログラムの実施（５回）につい
て

受講生の募集説明会はリアル・オンライン形式に限
りはあるか。

募集説明会についてはリアル、オンライン、ハイブ
リット等形式の指定はありません。

2 プログラムの実施（５回）につい
て

上記リアル開催の場合SCOP TOYAMAでの開催が原則
であるか。

募集説明会は開催形式の指定がないため、SCOP
TOYAMAでの開催が原則ではありません。

3 プログラムの実施（５回）につい
て

計5回の講義はすべてSCOP TOYAMAでのリアル開催を
行い、場合によって受講生はオンライン参加が認め
られるという理解で正しいか。

計5回の講義はリアル、オンライン、ハイブリット
等形式の指定はありません。リアル、ハイブリット
で開催する場合は原則SCOP TOYAMAで実施してくだ
さい。

4 プログラムの実施（５回）につい
て

メンタリング機会はオンライン実施も可能か 受講生へのメンタリングはリアル、オンライン等形
式の指定はありません。

5 プログラムの実施（５回）につい
て

１回の講義時間は決まりはありますでしょうか。 講義時間に指定はありません。

1 成果報告会の開催（１回）につい
て

オーディエンスの参加人数は何人くらいを想定して
いるか

成果報告会については投資家や事業会社を数社招
き、受講生がピッチをすることで事業計画のブラッ
シュアップにつなげていただくことを想定していま
す。

2 成果報告会の開催（１回）につい
て

成果報告会に招く投資家や事業会社の候補はありま
すでしょうか。 弊社で指定しても良い場合は、そ
の旨も合わせてご教示ください。

現在のところ、成果報告会に招く投資家や事業会社
の候補はありませんので、企画提案書の中で候補者
を提案していただいて問題ありません。

3 成果報告会の開催（１回）につい
て

事業会社について産業や地域の指定などはございま
すでしょうか。

事業会社について産業や地域の指定はありません。

3 1 受講生選定について 応募多数の場合、仕様書記載以外で、 受講生の選
考基準や期待されるプロファイルはありますでしょ
うか？

仕様書記載以外で受講生の選考基準等はありませ
ん。応募多数の場合は、別途県との協議のうえ受講
生を決定する場合があります。

1 受講生の募集について チラシ、ポスターはどこに何部設置予定でしょう
か。

チラシ、ポスターの配布先、部数に指定はありませ
ん。

2 受講生の募集について 特設サイトを構築しPRは可能でしょうか？ 当事業の特設サイトを構築しPRすることは問題あり
ません。掲載する情報については、別途県との協議
を必要とする場合があります。

1 その他 別紙審査基準は、公開頂けますでしょうか。公開可
の場合、審査基準についてご教示ください。

実施要領に記載の審査基準については県HPに掲載し
ます。
https://www.pref.toyama.jp/100222/sougyo/koubo
/20250319inntorepurena-.html

2 その他 SCOP TOYAMAの使用料についてお聞きしたい 本事業でのSCOP TOYAMAの利用については減免対象
となりますので、無料でご利用いただけます。

3 その他 プログラム開催 5 回の会場 SCOP TOYAMA および
成果報告会の会場（仕様書：県内会場想定）の会場
費は見積りに含みますでしょうか。
見積に含む場合、1 日の利用料はいくらで見積もれ
ば良いでしょうか。

SCOP TOYAMAについては上記のとおり無料でご利用
いただけます。
成果報告会の会場費は経費見積書に記載してくださ
い。会場費について指定はありません。参考に富山
県民会館の料金表をご確認ください。
https://www.bunka-toyama.jp/kenminkaikan/use-
reservation/images/price_list_240401.pdf

4 その他 共同提案体（JV）での入札参加を予定しておりま
す。参加申請において、構成員全員の会社概要（様
式第二号）の提出が必要である以外に、入札参加に
当たって必要な書類・手続きが有ればご教示くださ
い。
また、入札以降契約締結までにJVであることによっ
て必要になる追加の書類・手続きが有れば併せてご
教示ください。

共同企業体で入札参加する場合、共同企業体での提
案と分かるように「共同企業体協定書の写し」を提
出してください。
参加申込時点で協定を締結していない場合は、県と
の契約締結までに「共同企業体協定書の写し」を提
出してください。

5 その他 交流機会として飲食を伴う交流会を催す際に、実費
分としての会費を徴収可能か

交流会を開催するときに受講生から会費を徴収する
ことは問題ありません。
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